
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

２.消費生活相談員養成事業 -                       -                       -                     

３.消費生活相談員等レベルアップ事業 3,021,184           2,324,282           5,345,466         

別　紙

事業名（事業メニュー） 都道府県 市町村 合計

１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

-                       2,309,838           2,309,838         

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業 18,513,562          15,910,308          34,423,870       

うち、先駆的事業 1,884,300           -                       1,884,300         

４.消費生活相談体制整備事業 1,132,055           22,556,728          23,688,783       

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業 -                       -                     

消費者行政決算総額（見込み） 201,388,933                                                              

都道府県決算（見込み） 111,857,097                                                              

管内市町村決算（見込み） 89,531,836                                                                

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務 -                       -                       -                     

合計 22,666,801       43,101,156       65,767,957       

％

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。） 63,883,657                                                                

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。） 32                                                                   ％ 27                    ％

支出等額 65,767,957                                                                

支出等割合 33                                                                   ％ 28                    



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

人日 人日

人日 人日

人

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画） 管内全体の研修参加・受入（実績）

自治体参加型

人 人

県 0

管内市町村 5 中津市、佐伯市、豊後高田市

管内市町村 23                                 28,339
大分市、別府市、中津市、日田市、佐伯市、臼杵市、津久見市、竹田市、豊後高田市、杵築市、宇佐市、豊後大野市、由布市、国東市、
日出町、九重町、玖珠町

対象人員数
（報酬引上げ）

事業実施自治体

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

追加的総業務量（総時間） 事業実施自治体

県 0 0

法人募集型

人

対象人員数計 追加的総費用

県 0

管内市町村 23                                 45,122,597



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

基金
（交付金相当分）

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業名（事業メニュー）

事業計画 事業の実績

事業（実績）の概要
事業経費

交付金等対象経費
事業経費

交付金等対象経費

29年度
本予算

28年度
補正予算

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

市町村レベルアップ研修開催（基金・交付金）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 156,500 156,500 156,500 156,500 市町村支援スーパーバイザーの国民生活センターへの研修参加支援（基金）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） 3,108,843 593,616 2,055,434 459,793 3,108,843 427,607 2,251,443 185,634

特定商取引法等事業者指導職員

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

2,264,110 1,132,055 2,264,114 1,132,055

若者、高齢者を対象とした教育、啓発消費者被害防止普及、啓発活動（交付金）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

14,897,448 14,897,448 14,898,648 14,897,612

適正表示による食品の信頼性確保（交付金）

1,884,300 1,884,300 1,884,300 1,884,300 風評被害対策事業委託

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

1,731,650 1,731,650 1,731,650 1,731,650

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

20,073,224 2,251,443 342,134 

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

合計 24,042,851 20,239,069 2,055,434 616,293 24,044,055 



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

事業名（事業メニュー） 対象経費（実績） 事業強化・機能強化の成果

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） 事例検討会借上料【交付金】、レベルアップ研修委託料【基金】 レベルアップ研修をつうじて県内の市町村の相談機能の向上が図られた。

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 市町村支援スーパーバイザーの国民生活センターへの研修参加旅費【基金】
市町村支援スーパー媒材が研修に参加することにより、県内の相談業務の支援体制の強
化が図られた。

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

若者、高齢者を対象とした教育・啓発・消費者被害棒押し普及・（旅費、報償、需用費、委託料）【交付金】 若者、高齢者を対象とした教育、啓発、消費者被害防止普及、啓発が図られた。

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

特定商取引法等事業者指導職員人件費【交付金】 事業者指導、法執行機能の強化につながった。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

食品適正表示推進者講習会の実施（旅費、委託料、需用費等）【交付金】 適正表示による食品の信頼性確保向上につながった。

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

人

年間研修総日数 人日 年間研修総日数 人日

実施形態
研修参加・受入要望 研修参加・受入

事業計画 実績

自治体参加型

参加希望者数 人 参加者数

人

年間研修総日数 人日 年間研修総日数 人日

法人募集型

実地研修受入希望人数 人 実地研修受入人数



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

基金
（交付金相当分）

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充） 佐伯市、杵築市 2,180,238 2,180,238 0 0

事業名（事業メニュー） 実施市町村

事業計画 事業の実績

事業経費

交付金等対象経費

事業経費

交付金等対象経費

29年度
本予算

28年度
補正予算

2,180,238 2,180,238 0 0

0

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト） 0 0 0 0 0 0 0 0

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用） 豊後大野市 129,600 129,600 0 0 129,600 129,600 0

0

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援） 0 0 0 0 0 0 0 0

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会） 0 0 0 0 0 0 0

0

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 大分市、中津市、日田市、佐伯市、臼杵市、豊後高田、杵築市、宇佐市、豊後大野市、由布市、国東市、姫島村、九重町、玖珠町 2,410,182 0 0 2,324,282 2,410,182 0 0 2,324,282

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） 0 0 0 0 0 0 0

0

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

大分市、別府市、中津市、佐伯市、臼杵市、豊後高田市、杵築市、宇佐市、由布市、国東市、姫島村、日出町、九重町、玖珠町 15,948,329 8,660,305 7,243,554 0 15,956,483 8,666,754 7,243,554 0

⑧消費生活相談体制整備事業 大分市、別府市、中津市、日田市、佐伯市、臼杵市、津久見市、竹田市、豊後高田市、杵築市、宇佐市、豊後大野市、由布市、国東市、日出町、九重町、玖珠町 45,129,676 4,124,338 18,439,003 0 45,127,526 4,124,338 18,432,390

0

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

0 0 0 0 0 0

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

0 0 0 0 0 0 0

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

2,324,282 合計 65,798,025 15,094,481 25,682,557 2,324,282 

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

65,804,029 15,100,930 25,675,944 



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

事業名（事業メニュー） 事業強化・機能強化の成果の概要

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）
センターの認知度が向上。相談件数が昨年度に比べ大幅に増加。筆談用ホワイトボードを設置することによって聴覚障害者への対応もしやすくなった。専用のパソコンを配置
することによって、情報収集が出来るようになる他、出前講座への持ち出しも可能になった

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用） 弁護士の活用により相談員等の専門性を培い、相談対応能力の向上が図れた。

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）
⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）
⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 複雑多様化する相談に対応するための知識習得ができ、レベルアップに繋がった。参加することにより出前講座を実施し、若者から高齢者まで消費者教育を実施ができた。

⑧消費生活相談体制整備事業
消費生活相談員配置による相談体制整備機能の向上。相談電話に係るPIO-NETへの入力期間短縮が図れた。相談員２名の雇用を継続することにより、消費者からの相談受
付体制を強化。複雑な相談等にも対応できた。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

消費者啓発（教育）、相談会の実施による消費者被害拡大の防止ができた。消費生活月間等の周知を行うことができた。

うち都道府県 22,324,667            円 うち都道府県 342,134                          円

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

交付金分 63,101,541            円 交付金相当分 2,666,416                       円

うち管内の市町村合計 40,776,874            円 うち管内の市町村合計 2,324,282                       円



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

平成２０年度 前年度 今年度 対平成２０年度差 対前年度差

円 21,141,097        円 -8,550,465        円

うち交付金等対象経費 22,655,022 円 22,666,801           

①都道府県の消費者行政決算見込み額 90,716,000          円 120,407,562     円 111,857,097          

円 11,779              円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 939,880 円 1,073,617 円 133,737            円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当 円 0 円 -                     円

うち先駆的事業 1,875,062 円 0 円 -1,875,062        円

-8,562,244        円

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額 -                       円 81,191,722       円 89,531,836           円 89,531,836        円 8,340,114          円

うち交付金等対象外経費 90,716,000 円 97,752,540 円 89,190,296 円 -1,525,704        円

うち交付金等対象経費 38,862,869 円 43,101,156           円 4,238,287          円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 21,774,096 円 22,556,892 円 782,796            円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当 円 円 -                     円

-                     円

うち交付金相当分取崩対象外経費 円 42,328,853 円 46,430,680 円

うち先駆的事業 円 円

46,430,680        円 4,101,827          円

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額 90,716,000          円 201,599,284     円

うち交付金等対象経費 61,517,891       円 65,767,957           円 4,250,066          円

201,388,933          円 110,672,933       円 -210,351           円

うち交付金等対象の賃料、人件費等 22,713,976       円 23,630,509           円 916,533            円

円 -                         円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当 -                    円 -                         円 -                     円

円 44,904,976        円 -4,460,417        円

-1,875,062        円

うち交付金等対象外経費 90,716,000          円 140,081,393     円 135,620,976          

うち先駆的事業

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） 34,750,000          円

うち管内市町村 1 人

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点） 5                       人

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点） 5                       人

うち都道府県 4 人

1,875,062        

うち都道府県 34,750,000          円

うち都道府県 5 人

うち管内市町村 0 人

うち都道府県 123,940,296        円

うち管内市町村 46,430,680          円

うち管内市町村 円

④③を含めた交付金等対象外経費 170,370,976        円

うち管内市町村 48.1 ％

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合 27.9 ％

うち都道府県 15.5 ％



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

設置当初の基金残高（交付金相当分） 311,173,000                          円

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分） 2,001                                   円

今年度の基金積戻し額（交付金相当分） 円

前年度末の基金残高（交付金相当分） 5,574,990                             円

今年度の基金取崩し額（交付金相当分） 2,666,416                             円

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

2,910,575                             円

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 6 人 今年度末実績 相談員総数 5 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員総数 6 人 今年度末実績 相談員総数 5 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員総数 人 今年度末実績 相談員総数 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員総数 人 今年度末実績 相談員総数 人

③就労環境の向上

④その他 レベルアップ研修、事例検討会の開催

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上 Ｈ２８年度９，５８０円⇒Ｈ２９年度９，６５０円

②研修参加支援 国民生活センター教育研修事業等への参加



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

相談員総数 27 人

うち定数内の相談員 前年度末 相談員総数 8 人 今年度末実績 相談員総数

消費生活相談員の配置 前年度末 相談員総数 27 人 今年度末実績

8 人

うち定数外の相談員 前年度末 相談員総数 13 人 今年度末実績 相談員総数 12 人

うち委託等の相談員 前年度末 相談員総数 6 人 今年度末実績 相談員総数 7 人

③就労環境の向上 ○ 夏季休暇など休暇取得についての幅が広がった。

④その他 ○ （宇佐市）非常勤職員から任期付職員に変更した。（中津市）非常勤職員から任期付職員に変更したことで更新可能となり、実質的に雇止めを解消した。
（臼杵市）相談員不在時などの職員等の相談対応の迅速化やレベルアップを図る。

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

①報酬の向上 ○ 一部市町村において月額報酬の増額があった

②研修参加支援 ○ 複数の市町村において研修会（国民生活センター主催等）への参加支援をおこなった


